
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津市中小企業振興事業補助金 

（新技術・新製品開発） 

平成２７年度募集説明資料 

【募集受付期間】 

 

平成２７年６月１日（月）～平成２７年７月２１日（火） 

午後５時１５分（当日必着） 

 

【受付・問い合わせ先】 

津市商工観光部工業振興課  

〒510-0392 

三重県津市河芸町浜田８０８ 津市河芸庁舎４階 

TEL (059)244-1760 FAX (059)244-1763 

津 市 



 

津市中小企業振興事業補助金 

 

１ 目的 

本補助金は、市内の中小企業者が行う新技術・新製品の研究開発に要する経費に

ついて補助金を交付することにより、中小企業の研究開発を促し、地域産業の活性

化と将来の産業基盤の高度化に資することを目的としています。 

 

２ 補助対象者 

本市の区域内に事業所を有し、かつ１年以上事業を営むもののうち、製造業を主

たる事業とする中小企業者（ここで言う中小企業者とは、中小企業基本法（昭和３

８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する事業者。ただし、みなし大企業は対

象外）です。 

 

３ 補助対象事業 

新製品・新技術の研究開発または既存製品・既存技術の著しい改良のための研究

開発事業。 

ただし、以下の事項に該当する場合においては、対象となりません。 

・事業の内容について、他の公的機関から過去に補助金の交付を受けている、また

は将来交付を受けることが確定している開発。 

・事業の大半を他の事業者に委託する開発。 

・他の事業者の委託を受けて行う開発。 

・事業内容が関係する法令または公序良俗に反するもの。 

・年度内に十分な成果が見込めない開発。 

 

４ 補助対象経費 

 ・原材料費 

 ・機械工具費（機械・工具の試作、改良、購入、借用に要する経費） 

 ・外注加工費 

 ・技術導入提携費（技術指導等に要する経費、専門家への謝金・旅費） 

 ・新製品の開発等に必要な調査事業費（ただし、単独では認めない） 

 ・特許等の取得に要する経費 

 

※ ただし、消費税及び地方消費税は補助対象経費に含まれません。 

 



 

 

５ 補助額及び補助率 

 補助額 補助率 

新技術・新製品開発 １件あたり 200 万円を限度 
補助対象経費の合計額の 1/2

以内 

 

６ 募集期間 

平成２７年６月１日（月）～７月２１日（火） 午後５時１５分（当日必着） 

 

７ 募集件数  ２件程度 

 

８ 審査    交付対象者は、審査基準に基づいて決定します。 

 

９ 審査基準 

評価項目 評 価 内 容 

独創性・新規性

評価 

① 技術開発、製品開発の目的が明確か。 

② 従来品にない機能、性能、用途などが盛り込まれているか。 

③ 研究開発要素があるか。 

④ すぐれたアイデア要素があるか。 

経理評価 

①  資金の調達能力が十分であるかどうか。 

② 企業内容が堅実かどうか。 

③ 研究の予算は適性であるかどうか。 

④ 外部資源等に大半を頼ってないか。 

技術評価 

① 要素技術または基礎技術(技術指導を含む)の内容が十分か。 

② 研究開発のための体制及び技術能力を有するかどうか。 

（技術指導を含む） 

③ 研究開発の方法が適当かどうか。 

④ 外部技術に大半を頼ってないか。 

事業化評価 

①  成果の対外的波及効果（事業化、量産化、設備投資、雇用、環 

 境改善等）が見込めるか。 

② 計画に無理は無いか。 

③ 将来性及び市場ニーズはあるか。 

④ 採算性は考えられるか。 

⑤ 企業家精神の発揮・意気込みが感じられるか。 
 

 

 



 

10 その他 

申請に必要な書類や、詳しい内容について説明させていただきますので、申請を

希望される場合は事前に下記までお問合わせください。 

 

津市商工観光部工業振興課  

 

〒510-0392 

三重県津市河芸町浜田８０８ 津市河芸庁舎４階 

TEL (059)244-1760 FAX (059)244-1763 



 

津市中小企業振興事業補助金（新技術・新製品開発）の手続きフロー 
 

事前相談 

（補助事業者→市） 

開発計画書の提出  （平成 27 年７月２１日まで） 

【開発計画書の添付書類】 

(ｱ) 過去２期の決算書の写し 

(ｲ) 登記事項証明書（法人）、住民票（個人） 

(ｳ) 定款の写し（法人） 

(ｴ) 特許・実用新案（申請中のものを含む）の写し（任意） 

(ｵ) 市税の完納証明書 

(ｶ) 事業所の概要（会社案内パンフレット、会社概要・沿革・製品等がわかるもの） 

（市→補助事業者） 

審査委員会開催通知 又は 不採択通知 

審査報告（審査委員会→市） 

（市→補助事業者） 

内定通知 又は 不採択通知 

（補助事業者→市） 

交付申請書の提出 

（市→補助事業者） 

交付決定通知 

（変更の場合、変更承認申請） 

事業実施、支払い完了 

（補助事業者→市） 

実績報告書の提出  （最終：平成 28 年 3 月 31 日まで） 

（市→補助事業者） 

交付確定通知 

（補助事業者→市） 

請求書提出 

（市→補助事業者） 

補助金交付 

（補助事業者→市） 

事業状況報告書の提出（５年間） 

審査 

審査 

審査委員会 （申請者によるプレゼンテーション） 

審査 

書類 審査 


